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はじめに
本稿では､ 日本の中小企業の企業福祉1の
実態をトヨタ自動車ならびに関連企業との比
較の中でその特徴を明らかにすることを目的
とする｡ 日本の中小企業の ｢企業福祉｣ を体
系的に取り扱った先行研究は少ない｡ という
よりも中小企業だけに焦点をあてた企業福祉
研究については皆無であろう｡ しかし他方で
は中小企業研究の蓄積は膨大にあるにもかか
わらずである｡ その中小企業の実態を考察し､
格差を扱ったのは､ 生産性や賃金を中心とし
た処遇・労働条件であった｡ 戦後の日本経済
の構造は､ ｢二重構造｣ といわれ､ 生産性や
労働条件など大企業と中小企業との間には多
くの格差があった｡ そもそも中小企業の多く
は大企業と比較して資本も少なく､ 設備投資
も貧弱で､ その結果生産性も低く､ さらに多
くは大企業の ｢下請け・系列下｣ におかれて
いるため､ 大企業の調整弁として活用され､
利益も低く､ そのことが大企業の対極に位置
づけられてきた｡ しかもこの企業構造は重層
的なピラミッドを形成しており､ 末端・裾野
に行くほど労働者の処遇・労働条件は劣悪で
あった｡ その末端であり裾野とは､ 中小企業
白書などでは統計上表に出ない ｢小規模事業
所｣ や ｢零細企業｣ の存在であった｡2
確かに､ 現在では独創的な商品開発を行う
ベンチャー企業3も中小企業の一部では見ら
れるが､ それらは全体としては限られた事例
である｡ 中小企業の少なからぬ部分は日々淘
汰され､ 再生産されている｡ 本稿で対象とす
るトヨタをはじめとした自動車関連企業の中
小企業の多くは､ 親会社から仕事をもらう従
属的な関係が基本であり､ 日々追求される
｢単価の切り下げ｣ に事業継続すら困難なと
ころも出ている｡ それが大企業と ｢下請｣ 関
係にある中小企業にとっては多くの困難を抱
えることになる｡ こうした事例は､ 自動車に
限らず､ 電機や鉄鋼などの基幹産業・重化学
工業の大企業と中小企業との間に類似した関
係を見いだすことができる｡
このような下請企業としての中小企業のあ
り方の 1つにトヨタの事例を見いだすことが
できる｡ トヨタ自動車を頂点とした､ トヨタ
自動車と取引関係や株式の保有などの関係が
あるトヨタグループ企業と､ 協豊会参加企業
を中心とした一次企業集団内における関係に
ついては､ 葛藤はあろうが本質的な格差とは
いえない｡ しかしこれら第一次企業集団と
｢下請｣ の取引関係にある ｢第二次企業集団｣
では単なる系列ではなく明らかに従属や支配
の関係になる｡ だがここまではトヨタとの関
係が直接・間接に目に見える関係である｡ さ
らにその先にはそれらの中小企業群と取引関
係にある ｢第三次企業集団｣ 以下の零細企業
群が存在する｡ こうしてトヨタは裾野の広い
企業集団を形成している｡4
筆者の認識では､ こうした企業集団が序列
による企業間格差を形成して､ さらに労働者
間の階層的差異も複合要因として､ 様々な格
差が生みだされていると考える｡ 従って本稿
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の課題は､ トヨタにおける企業福祉の実態を
企業間・労働者間で賃金をはじめとした処遇・
労働条件における格差が､ 企業福祉において
はどのように現れているかを考察することを
目的とする｡ それゆえ､ 本稿では ｢企業福祉｣
の格差は我々の従来の常識を越えた範囲で広
がっているという仮説の検証でもある｡
第 1節 日本の中小企業の特徴
中小企業基本法では､ ｢中小企業者の範囲｣
を定義しているが､ 一般的には企業が資本要
件 (額か出資総額) か従業員の人的要件に該
当すれば､ 中小企業者として扱われる｡5 こ
れらの企業群は調査対象として各種調査報告
書でもデータとして扱われているが､ 数字の
上で表面に出ない､ この企業群の下位に位置
する企業組識の確立が不安定な ｢小規模事業
所｣ ｢零細企業｣6 の存在こそ､ 中小企業問題
の核心であると筆者は考えている｡
また 1990 年代以降のバブル経済崩壊以降
は､ 経済構造の変化､ 情報技術の進展､ 規制
緩和による新規事業開拓の可能性などを背景
として ｢起業興し｣ が多くの大企業で活発化
し､ 一般化するようになった｡ 同一事業所内
に別会社が設立されている事例もよくみる｡
わが国の製造業のうち約 56％に当たる約
38 万企業は中小企業であり､ 日本経済の発
展に大きく貢献してきた｡ しかしながら､ 日
本の中小企業とりわけ大企業と主従関係にあ
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図表 1 階層化されたトヨタ企業集団と労働者
[労働者の階層性について] 図のA B C D E F
A 直接雇用期間を定めない常用雇用 (正規雇用労働者)
B 直接雇用有期契約期間従業員契約社員パート
C 間接雇用派遣労働者
D 実習生 (※Dが Eの上位に位置するのは､ Dが法的に労働者性が認められているからである｡)
E 請負 (法的には労働者としての保護はない)
F 研修生 (法的には労働者としての保護はない)
他の属性として､ ｢外国人｣ ｢女性｣ ｢障害者｣ などがあるが､ これらはA～Fと複合的な形で含まれる｡
[トヨタ関連企業の階層性] 図の①②③④⑤⑥
① トヨタ自動車本体
② トヨタグループ企業 (13 社にダイハツ・日野ならびに北海道・東北・九州の別会社)
③ 協豊会企業 (①＋②③は第一次企業集団として扱う)
④ 下請け企業群 1 (第二次企業集団③と④にはごく少数ではあるが重複する企業もある)
⑤ 下請け企業群Ⅱ (第三次企業集団)
⑥ その他 (家内労働など) 熊沢誠 [1993]､ 猿田正機 [2008] を参考に筆者作成
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る ｢下請｣ 企業の多くは､ 経営規模が小さく､
資本蓄積も不十分で､ 生産性や効率性が低い
企業が多く､ 様々な問題を抱えている｡ また､
多くの中小企業は､ 取引関係のある親会社の
系列下におかれ､ 親企業からの受注に多くを
依存しているため､ 企業経営上における取引
交渉力も一般的には弱く､ 親会社の取引上に
おける立場の有利さや特権的地位の行使によ
り､ 様々な不利益を受けやすいのも事実であ
る｡
近年では､ 下請中小企業の近代化のための
施策や下請取引関係の改善などが行政指導に
よって行われてはいる｡ しかし実態は､ そう
した関係を一掃できるほど生やさしいもので
はない｡ 特に 1990 年代以降の ｢失われた 20
年｣ によって､ 明らかに日本的システムの動
揺がみられるようになった｡ それまでの中小
企業の存在は日本的システムを補完する意味
において存在意義があったが､ 1990 年以降
の日本システムの変貌を経て､ 2008 年秋に
起きたリーマンショック以降の景気の極端な
落ち込みは､ 大企業もまた生き残りをかけて
いるため､ 従来型の中小企業の存在基盤その
ものも脅かしている｡
第 2節 日本の中小企業の企業福祉
日本の中小企業の労働者の労働条件は､ 一
般的に大企業と比較して劣悪だといわれる｡
賃金の面でも､ 労働時間の面でも､ さらに退
職金や各種福利厚生制度でも大企業と比較し
てかなりの格差が見られるといわれている｡
しかしこの間の中小企業の労働者の労働条件
は､ 先行研究や各種調査機関における調査で
も､ 従業員規模と資本の規模だけによるデー
タでしかなく､ 中小企業を様々な属性から区
分して特徴づけたものではない｡ データとし
て表れるのは平均してならされたものであり､
その中には中小企業であっても､ 大企業にひ
けをとらない収益をあげ､ 大企業と遜色のな
い労働条件・労働環境を誇る事業所もあれば､
逆に見かけのデータ以上に劣悪な労働条件・
労働環境の下で労働者を働かせている事業所
も数多く見かける｡ 前者には一般的にベンチャー
といわれるところが該当し､ 後者には大企業
と下請け取引関係にある小規模事業所・零細
企業が多い｡7 この節では格差の実態に迫り､
中小企業の労働者 (場合によっては事業主も
含まれるが) が置かれている状況が､ 大企業
と比較していかに劣悪なものであるかという
ことをみていきたい｡
厚生労働省が毎年秋に発表している ｢就労
条件総合調査｣ は､ 企業規模別かつ産業種別
の ｢就労条件｣ を調査して公表している貴重
なデータであるが､ ｢福利厚生｣ の項目につ
いては毎年発表しているわけではない｡ 最近
のもっとも新しい資料は ｢平成 19 年版｣ で
あり､ 現在の実態とは少しはずれているかも
しれないが､ このデータを参考資料の 1つと
して､ 大企業と中小企業の ｢企業福祉｣ にお
ける格差についてみることにする｡8
また労務研究所発行の ｢旬刊福利厚生｣ で
は､ 毎年 1回中小企業の福利厚生というテー
マの特集を行い､ 丁寧な調査に基づきデータ
を提供している｡ 今年度もすでに 6月に公表
しているが､ そのデータを足がかりに､ まず
は大企業一般と中小企業との福利厚生の格差
についてみてみることにする｡ 他にも日本経
団連が 1955 年以来調査公表している ｢福利
厚生調査結果報告書｣ は､ 膨大な資料の蓄積
があるという意味では貴重だが､ 調査結果が
日本経団連会員企業である大企業に偏ってい
る傾向があり､ 企業福祉の業種間の差異につ
いての考察はみられるものの､ 企業規模間の
格差について考察するための資料としては､
十分なものではない｡
さらに､ 従業員 30 人未満の ｢小規模事業
所｣ の福利厚生については､ データとしてま
とまった資料は基本的に存在しない｡ したがっ
て､ もっとも格差が顕著であるこの規模の企
業群の企業福祉については､ 該当企業への足
で運んだ調査以外に成果は得られない｡ 数社
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レベルではあるがヒアリングで明らかになっ
た事実について後述することとする｡
その結果は､ 図表 39にまとめてみたが､
この段階でも企業規模間の格差は歴然として
いる｡ まずは福利厚生費 (法定福利費＋法定
外福利費＋退職関連費用) であるが､ 従業員
ひとりあたり中小企業では2万 8千円に対し､
大企業は 9万 8千円にもなり､ 大企業は中小
企業を 7割も上回っている｡ ここから企業福
祉のサービスや給付水準の格差が出るのは明
らかである｡ 高卒男子の生涯賃金に至っては､
中小企業は 2 億 960 万円に対し､ 大企業は 2
億 8940 万円になり､ 生涯においては実に
8000 万円も差がつくことになる｡ 住宅手当､
家族手当､ 労働時間については 1割以上も大
企業の方が有利な状態になっている｡ 産前産
後の休暇の有給実施率や育児時間の ｢有給｣
実施率については直接コストに反映されるこ
ともあり､ 大企業と中小企業の格差は著しい｡
しかし､ ｢WLB｣10 や育児休業取得率や介護
休業取得率などは中小企業も大企業と遜色の
ない傾向が出ている｡ それは人事施策として
人材確保に中小企業が努力している結果とい
えよう｡ 年金老後保障については､ 退職年金
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図表 2－1 企業規模別の企業福祉給付・サービスの実態
企業規模
・産業
全
企
業
住
宅
関
連
手
当
家
賃
補
助
社
宅
・
独
身
寮
持
家
援
助
健
康
・
医
療
関
連
健
康
診
断
(
が
ん
検
診
等
法
定
へ
の
上
積
み)
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
育
児
・
介
護
支
援
関
連
育
児
休
業
法
(
法
定
へ
の
上
積
み)
託
児
施
設
育
児
補
助
(
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
補
助
含
む)
介
護
休
業
・
看
護
休
暇
(
法
定
へ
の
上
積
み)
慶
弔
・
災
害
関
連
慶
弔
・
災
害
・
見
舞
金
遺
族
年
金
遺
児
年
金
、
遺
児
育
英
年
金
、
計 100 48.4 35 8.9 71.8 18.5 40.5 0.6 2 30.9 94.5 14.6
1,000 人以上 100 66 82 32.1 80.7 57.6 56.7 2.2 15.4 57.4 99.2 46
300～999 人 100 62.7 64.3 15.8 73.9 36.5 47.8 1.4 5.7 44.6 98.7 27.7
100～299 人 100 54.1 45.3 8.5 75.3 22.7 47.2 0.9 2.8 39.4 97.2 17.6
30～99 人 100 44.6 27.4 7.6 70.2 14.1 37.1 0.4 1 26.1 93.1 11.3
鉱業 100 37.4 37.4 14.5 71.3 15.9 29.9 3.2 4.5 22.3 87.2 16.4
建設業 100 49 47.6 13.3 66.8 14 38.6 1.2 1.5 30.6 96.5 13.7
製造業 100 51.1 32.2 7.8 69.6 17.8 43.3 0.2 1.5 34.2 94.8 14.6
電気・ガス・熱供給・水道業 100 56.4 53.3 27.7 81.6 35.8 51.3 0.6 10.1 46.8 95.6 29.9
情報通信業 100 56.1 38.2 15.2 77.9 41.6 50.4 1 8.9 40.4 97.5 19.4
運輸業 100 30.1 22.3 2.2 67 11.3 34.5 0 0.2 27.7 93.6 12.5
卸売・小売業 100 56 34.2 7.9 76.1 15.1 36.8 0.4 0.9 24.6 95.2 15.1
金融・保険業 100 62.5 56.4 24.7 88.1 47.9 57.3 1 11.4 55.3 95.7 37.7
不動産業 100 60.3 36.7 14.1 79.7 29.4 52.8 0.3 2.5 41 98.8 13.8
飲食店､ 宿泊業 100 47.1 57.7 5.7 71.5 12 33 1.5 0.3 18 91.8 12.3
医療､ 福祉 100 34.8 7.6 3.5 77.2 2.5 44.5 2.5 0.2 34.3 88.1 5.7
教育､ 学習支援業 100 43.8 16.8 6.5 71.4 9 41.3 8.1 2.2 24.2 88.6 8.5
サービス業 100 43.2 37 12.3 73.4 25.7 41.4 0.8 3.8 33.2 92.9 14.9
(他に分類されないもの)
(参考) 2005 年 2000年 2000年 2000 年 … 1983年 … … 1972 年 …
43.8 41.2 11.8 72.9 1.2 95.3
厚生労働省 『平成 19 年就労条件総合調査結果の概況』 表 18 より 2010. 8. 20 閲覧
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複数回答 (単位：％)
がある割合は､ 中小企業 48％に対し､ 大企
業は 75％と 3 割近くも格差があるが､ 定年
退職金については大企業は 300 万円程度の上
積みがあるに過ぎない｡ この点については意
外と格差は小さい｡ 社宅や独身寮については
企業規模における格差が著しい｡
企業福祉の項目によっては､ 企業規模にお
ける格差があまりみられないものもあるが､
全体として企業福祉における大企業と中小企
業との格差は歴然としている｡ したがって､
ここから先は推測の枠を出ないが､ 中小企業
よりもさらに規模が小さい小規模事業所・零
細企業においては､ 法定福利の部分について
は企業形態が維持できるところでは､ なんと
か大企業・中小企業の水準を後から追いかけ
る数字であるが､ 法定外福利厚生や退職金な
どの部分は限りなく縮小されたものになると
いえよう｡ この点については後述する｡
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図表 2－2 企業規模別の企業福祉給付・サービスの実態
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計 28.6 34.6 47.3 12.4 57.3 25.5 8.2 38 3.6
1,000 人以上 70.9 63.2 77.6 49.2 88.5 76.7 21.8 60 5.1
300～999 人 55 55.5 65.8 32.6 83.1 52.4 11.3 48.5 4.4
100～299 人 35.8 43.8 56.5 18 69.9 35.7 10.1 42 4.1
30～99 人 22.4 28.8 41.7 7.4 49.9 18 6.8 34.9 3.3
鉱業 32.3 38 51.4 14.5 56 24.1 10.2 27.3 3.2
建設業 29.9 22.5 76.3 8.6 60.5 27 7.4 16.6 2.2
製造業 26.7 40 48 12 62.5 25.2 8 57.2 3
電気・ガス・熱供給・水道業 51.3 58.2 75 46.6 78.9 29.8 16.3 43.9 6.7
情報通信業 57.9 71.2 71.1 33.1 73.9 40.2 11.1 24.8 10.9
運輸業 13.4 24.8 32.5 4.4 37.5 18.9 7.9 24.4 5.1
卸売・小売業 32 32.9 37.4 11.9 63.3 30.8 10.1 28.9 2.6
金融・保険業 71.9 48.1 78.5 41.9 80.2 63.9 19.6 48.3 4.5
不動産業 41.3 29.1 60.4 17.8 57.7 30.5 12.6 19.8 6.8
飲食店､ 宿泊業 15.6 25.3 33.9 4.9 45.7 10.4 4.1 85.6 2
医療､ 福祉 15.8 22.7 48.4 2.2 28.3 7.4 3.2 27.5 2.9
教育､ 学習支援業 27.7 33.1 35.2 11.9 46.7 13.9 1.4 27.2 3.3
サービス業 29.8 32.1 44.6 15.4 50.7 22.7 7.1 26.8 3.6
(他に分類されないもの)
(参考) 2002 年 2005 年 2005 年 … 2003 年 2002 年 …
26.1 41.2 13.9 54.5 6 27.3
『平成 19 年 厚生労働省就労条件基本調査』 より 2010. 8. 20 閲覧
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/07/3c.html#top
複数回答 (単位：％)
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図表 3 大企業と中小企業 データからみる格差
区 分 項 目 調査年 単位 中小企業 大企業 大企業との格差
一般
非正社員の割合 2009 年 ％ 34.2 34.5 ▲0.3
大卒求人倍率 2010 年 ％ 3.63 0.55 3.08
福利厚生費
福利厚生費 08 年度 千円・円 28.4 98.9 ▲70.5
売上高における福利費割合 08 年度 ％ 1.47 1.47 0
従業員給与に占める福利費割合 08 年度 ％ 12.4 21.1 ▲8.7
所得・貯蓄
生涯賃金・高卒・男子 2007 年 百万円 209.6 289.4 ▲79.8
純貯蓄現在高・勤労者世帯 2008 年 万円 482 622 ▲140
住宅手当
住宅手当実施率 2009 年 ％ 47.1 58 ▲10.9
住宅手当額 2009 年 円 26,989 34,110 ▲7,121
家族手当
家族手当実施率 2009 年 ％ 61 70 ▲9
家族手当額 (配偶者＋子二人) 2009 年 円 21,223 31,311 ▲10,087
遺族・遺児育英年金実施率 2009 年 ％ 12 59 ▲47
労働時間､
休日・休暇
完全週休 2日制適用労働者率 2009 年 ％ 53 85 ▲32.5
年間休日 120 日以上の企業割合 2009 年 ％ 32.4 54.3 ▲21.9
年休取得率 2009 年 ％ 46 54 ▲7.7
リフレッシュ休暇実施率 2009 年 ％ 23.7 38.5 ▲14.8
WLB
WLBがとれている企業割合 2008 年 ％ 19 20 ▲1.6
WLBがとれている従業員割合 2008 年 ％ 21.3 18.1 3.2
母性保護
産前産後休暇有給実施率 2009 年 ％ 32 45 ▲13.6
育児時間・有給実施率 2009 年 ％ 33.2 54.5 ▲21.3
育児休業・
子育て支援
育児休業実施率・女性 男性 2009 年 ％ 89.2 1.36 90.1 1.23 ▲0.9 0.13
育児休業期間・法定超の割合 2009 年 ％ 15.4 52 ▲36.6
介護休暇
介護休暇取得率・女性 男性 2008 年 ％ 0.12 0.02 0.1 0.02 0.02 0.0
介護休業期間・法定超の割合 2008 年 ％ 25.4 52 ▲26.6
年金・老後保障
退職年金がある企業割合 2008 年 ％ 48 75 ▲27.0
定年退職金・大卒 2008 年 万円 2,192 2,475 ▲283
定年退職金・高卒事務技術 2008 年 万円 1,993 2,231 ▲238
定年退職金・高卒生産 2008 年 万円 1,629 1,989 ▲360
厚生年金基金実施率 2009 年 ％ 34 34 0
確定給付・適格年金実施率 2009 年 ％ 28 56 ▲28
確定拠出年金実施率 2009 年 ％ 13 46 ▲33
中小企業退職金共済実施率 2009 年 ％ 23 1 22
退職後医療保障実施率 2009 年 ％ 9 32 ▲23
資産形成 社内預金実施率・財形貯蓄実施率 2009 年 ％ 5 10 ▲4.8
社宅・独身寮
社有社宅保有企業の割合 2009 年 ％ 23 63 ▲40.3
借り上げ社宅ありの企業割合 2009 年 ％ 25 76 ▲51.2
カフェテリアプラン カフェテリアプラン実施率 2009 年 ％ 4 25 ▲20.3
法定外給付
法定外労災補償実施率 2009 年 ％ 67 82 ▲15.2
私傷病休職実施率 2009 年 ％ 61 88 ▲27.1
社会保険料の本人負担の軽減実施率 2009 年 ％ 21 28 ▲8.2
健康保険負担法定外実施率 2009 年 ％ 16.8 46 ▲29.5
メンタルヘルス対策実施率 2009 年 ％ 36 75 ▲38.9
労務研究所 『旬刊福利厚生』 No. 2048 2010 年 6 月 8 日号を参考に筆者作成
第 3節 トヨタ関連下請け企業の企業福祉
1 前提
周知のようにトヨタ企業集団はトヨタ自動
車を頂点にいくつもの階層を通して裾野の広
いピラミッドを形成している｡ (図表 1参照)
これは自動車産業一般にみられる傾向でもあ
るが､ トヨタ企業集団の場合はよりその傾向
が強い｡ この企業集団は一般に､ 形の上では
独立対等な企業群と､ 仕事のかなりの部分を
含んだ ｢下請け系列｣ という主従関係がある
ものとに区分される｡ もちろん各企業の関係
を一律に分類することはできないし､ 両方の
特徴を内包した企業は多数存在するし､ 濃淡
が企業ごとに異なるのもいうまでもない｡ 近
年ではトヨタグループの企業内でも､ ｢起業
興し｣ もあり､ 分社化という形態も出現して
いる｡ 本稿ではこうした中で､ このトヨタ企
業集団に働いている労働者の階層化が進み､
企業規模の大小､ 雇用形態の多様化によって､
処遇としての労働条件は大きく異なっている
という仮設が前提にある｡
それはすでにみてきたように第一に ｢企業
間格差｣ が大きく表れている｡ 全体として企
業規模に比例した形で労働条件の差異の存在
がみられる｡ それはトヨタ自動車を頂点とし
て､ トヨタグループ企業や ｢協豊会｣ を中心
とした協力企業群があり､ 筆者はこの企業群
を第一次企業集団と呼ぶ｡ そこには頂点のト
ヨタ自動車とは主従関係がるものの独立対等
な関係も維持されており､ 企業規模からも事
業内容からも単純に従来の ｢一次下請け｣ と
は呼べない企業群である｡ その下位にはこれ
ら企業群と多くは ｢下請け｣ 取引にある企業
群があり､ 筆者はそれらを ｢第二次企業集団｣
とよび､ さらにその下位に位置するいわゆる
｢孫請け企業｣ 以下を ｢第三次企業集団｣ と
呼んでいる｡ これらトヨタの下位集団に働く
労働者の労働条件は上位集団で働く労働者と
大きな格差があるのは明らかである｡
第二に､ 同じ企業の中でも ｢雇用形態によ
る格差｣ の存在がある｡ 近年トヨタ自動車並
びにトヨタ関連企業内には､ 正規雇用労働者
を頂点に､ 嘱託社員､ 契約社員､ 期間従業員､
派遣労働者､ 外国人実習生､ 外国人研修生と
階層化された労働者が多数存在している｡
本稿で扱った対象企業は､ 文献調査と企業
と個別労働者への聞き取りも含めて①トヨタ
自動車､ ②トヨタグループ企業③協力企業群
(主として協豊会加盟企業｡ ここまでは本稿
での第一企業集団) ④それら企業群と取引の
ある下請け企業 (本稿での第二次企業集団)
⑤⑥さらに孫請け企業企業以下の零細企業群
(第三次企業集団) とした｡
2 トヨタ企業集団
グループ企業と協力企業群の概要
トヨタ自動車(含む連結) ならびにグルー
プ企業は､ 日本の自動車産業の中でも大きな
位置を占めている｡ ｢トヨタグループ｣ は､
豊田佐吉が創業した豊田自動織機製作所を母
体に､ トヨタ自動車を頂点とした企業集団で
ある｡ 狭義のトヨタグループはこの二社を含
め 13 社から成り立っている｡11 これら以外に
も､ トヨタ自動車と資本提携など密接な関係
がある以下の企業群も準グループ企業として
位置づけられる｡12
また ｢協豊会｣13 とは､ トヨタ自動車と一
次取引の関係のある企業の自主的運営組織の
ことである｡ 部品やボディをトヨタに供給す
る220社で構成されているが､ 協豊会はユニッ
ト部品部会 107 社とボディ部品部会 113 社か
ら成り立っている｡ 前述した ｢トヨタグルー
プ企業｣ も含まれるが､ 参加企業は必ずしも
トヨタ自動車だけが取引企業とは限らない｡
トヨタ以外の自動車メーカーとも取引をして
いるところも構成企業に含まれるし､ 鉄鋼な
ど素材産業の担い手である大手企業もまた構
成企業となっている｡
｢栄豊会｣ とは､ トヨタに設備などを納入
する企業の自主的運営組織で､ 協豊会に参加
している企業も含まれる｡ 生産ラインの機械
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や装置類､ 建築土木､ 物流関連など､ ボディ
設備部会 34 社とユニット設備部会 36 社､ 設
備部会 33 社､ 物流部会 23 社から成り立って
いる｡
これらトヨタ自動車本体と直接取引のある
企業群の下に､ それ以外のトヨタと直接的・
間接的に取引関係がある企業が多数存在し､
我が国の中小企業を代表する ｢下請け企業群｣
が存在する｡ 本稿ではこれらを第二次企業集
団と名付けている｡ それらには資本金・従業
員数が中小企業群でも相対的に大きなところ
から､ 末端の ｢家族経営｣ のようなところま
で大きく裾野が広がっている｡ この範囲まで
目を向けて行くと､ 事業所としての新陳代謝
は激しく､ 最近では淘汰されている企業も少
なからずあると聞く｡14
こうした企業群を概観すると､ トヨタに限
らず自動車産業がいかに裾野の広い産業であ
るということを再認識させられる｡ 我々の身
近にある多くの中小零細企業とそこで働く労
働者や事業主が実は大企業トヨタを支えてい
るのだということを再認識させられる｡ した
がってトヨタ自動車一社の動向が地域経済の
みならず日本経済やひいては世界経済の行方
を左右するといっても過言ではない｡ だから
こそ､ トヨタショック以降の西三河・愛知・
日本の経済が困難に陥っているのである｡
3 トヨタ関連企業の格差と企業福祉
｢図表 1｣ からみた①②③④⑤⑥の企業群
の企業福祉の格差についてみることにする｡
トヨタ自動車の企業福祉は､ 給付水準・給
付内容ともども全国の大企業の中でも優れた
ものとして従業員の仕事へのモティべーショ
ンを維持させる役割を果たしてきた｡ また
2000 年より､ 選択型福利厚生であるウェル
チョイスや退職金への確定拠出型年金への部
分的導入やポイント制の導入も行われている｡
トヨタグループ企業では､ 企業間で差異が
みられる｡ 給付内容・給付水準ではトヨタ自
動車を一回り小規模にしたものだが､ 日本型
カフェテリアプランである選択型福利厚生は
導入企業と非導入企業とに分類される｡ 導入
している企業は確定拠出型年金やポイント制
退職金の導入も行われている｡ デンソー､ ト
ヨタ車体､ アイシン､ ジェイテクトなどの企
業では選択型福利厚生は導入されており､ 退
職金制度にも手を入れ､ 確定拠出型企業年金
の導入もトヨタ自動車に見習い始めている｡
トヨタ自動車と直接取引がある協豊会企業
は企業間のばらつきが著しい｡ 協豊会企業で
は､ 企業規模からすると企業収益の差異もあ
るが､ 大きなところでは 1000 人を超える事
業所もあれば､ 数十人レベルのところもある｡
主に企業規模に比例して企業福祉の内容も差
異がある｡ 選択型福利厚生であるカフェテリ
アプランを導入している企業は限られる｡
第二次企業集団以下の企業群は､ かつての
高度成長期の自動車産業の成長とともに､ い
わばトヨタの発展を支えてきた企業集団であっ
た｡ かつては ｢二次下請け｣ と呼称されたこ
の企業群は大きな転機に立たされている｡ グ
ローバル化・拡大戦略によってもたらされた
あいつぐ単価の切り下げが､ これら企業群の
事業継続に大きな困難をもたらしている｡
『号口製品』 の製造ではもはや対応できない
ところまできている｡ 高付加価値製品の開発
か､ 上企業集団の枠組みに再編されるか､ 転
業・廃業の憂き目に遭ってもやむを得ないと
ころまで来ている｡
実際に本稿を完成させるためにヒアリング
をした 3つの事業所の経営者からは､ いずれ
も前途の多難さを実感させるに十分なもので
あった｡ ここで扱うトヨタ第二次企業集団と
は､ かつてはトヨタの ｢二次下請｣ といわれ
ていた企業群であり､ その実態についてみた
い｡ A社 (本社高浜市)､ B 社 (本社豊田市)
の 2つの事業所は､ いずれも現在もトヨタ車
体と協力関係にある事業所であり､ この 2社
を見ることとする｡
A 社は､ 資本金 1,000 万円､ 従業員数 45
名､ 設立は 1979 年 9 月の典型的なトヨタの
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第二次企業集団である｡ 事業内容は車両部品
の試作品/量産品製作・金型設計/製作を主
としており､ 取引先にはトヨタ車体㈱､ トヨ
タ紡織㈱などがある｡ この企業は現在の企業
形態になる以前から事業をおこなっており､
1963 年 4 月に創業､ 1965 年 5 月には 2000
GT のボデー部品製作をおこなっており､
1967 年 4 月には旧荒川車体工業㈱と取引を
開始しており､ 1979 年 9 月に株式会社に変
更している｡ 1967 年 5 月には新工場稼動
(本社工場)､ 1994 年 7 月には組付工場増設､
1999 年 2 月には倉庫の増改築を行っている｡
B 社は､ 資本金 1,000 万円､ 従業員数 28
名､ 設立は 1967 年 6 月で､ これも典型的な
第 2次企業集団である｡ 事業内容は車輌部品
の試作品・量産品製作と特装車両の改装であ
る｡ 取引先はトヨタ車体㈱､ トヨタ紡織㈱で
ある｡ A 社と同業であるが､ こちらの企業
の方が専門的技能者の比率が高いようである｡
両社にはいくつかの共通点がある｡ 創立者
から現在は二代目に引き次がれているが､ 資
本構成・役員構成は同族が主流である｡ これ
はこのレベルの企業では一般的なことである｡
両社とも新規学卒者として雇用される労働
者は少ない｡ 多くは転職してきたケースが圧
倒的である｡ 年齢構成はトヨタ自動車やグルー
プ企業集団と比較しても 10 歳以上高齢化が
進んでいる｡ 上位企業であるトヨタ自動車や
関連企業ではデンソーのような小物部品の量
産品を扱う企業を除くと女性労働者が現場で
働いているのは少数であるが､ 第二次企業集
団では中高年の女性労働者の比率が相対的に
多く見られる｡ その多くは短時間勤務の家計
補助を主目的としたパート労働者である｡ ま
た近年は外国人労働者の雇用比率が増えてい
るが､ 絶対数が多い訳ではない｡ これらの多
くは人材派遣会社に依頼して短期的に派遣労
働者として受け入れて来た経緯がある｡
これら企業の正規雇用の労働者の賃金は､
一次企業集団の 8割程度であり､ 賞与は 5割
程度である｡ 退職金も 4割程度である｡ 中小
企業退職金共済制度に A社 B 社とも加入は
しているが､ 1 次企業集団の水準には及ばな
い｡ 福利厚生施設も独自のものは食堂と休養
室は両社ともあるが､ 大企業に見られる自前
の大きな施設はない｡ しかしこれらの企業で
も､ トヨタシステムの柱である ｢カイゼン｣
や ｢カンバン｣ や QCサークル活動は行われ
ている｡ 裾野に近い企業においても､ トヨタ
システムが浸透している事実には驚かされる｡
リーマンショックから始まる下方調整は､
これらの企業群にも多くの困難をもたらした｡
だが､ この二社においては堅実な経営の蓄積
をしてきたが故に､ 危機を乗り切っている｡
生産調整は､ 人事施策としては時間外労働や
休日出勤の削減となり､ また繁忙期に短期間
だけ雇っていた派遣労働者の雇い止めや､ 月
給には手をつけずにボーナスなどの削減によっ
て総額人件費管理をおこなってきた｡ 高齢者
の勇退によって雇用調整はトラブルもなく推
移したのも幸運であったのであろう｡ 企業経
営の側からは､ 恒常的な単価削減については､
かろうじて対応しているものの､ 本音として
は大変つらいものがあるという声を聞くこと
ができた｡
また B 社と取引がある C 社についてもヒ
アリングをすることができた｡ C社はプレス
加工を基本とする仕事を行っている｡ 8 割が
B社からのものである｡ 従業員は血縁者だけ
で数名程度である｡ 事業所とはいえ､ 法人形
態にはなりえていない｡ 繁忙期には高齢の家
族も労働力として加わるが､ 閑散期にはやり
くりが大変である｡ だが人間的なつながりや
つきあいによって､ かろうじて仕事の供給が
継続され事業も現在まで存続している｡ 業者
とはいえ､ 所得はトヨタ自動車本体の労働者
の 6割程度である｡ 社会保険への加入も国民
健康保険と国民年金であり､ 老後の困難さは
容易に想像できる｡ 末端ではこうして事業継
続できるのはまだよい方であり､ 少なからぬ
事業所では近年廃業に追い込まれている事例
がある｡
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第 4節 まとめ
1 トヨタの企業福祉の特徴
筆者はかつてトヨタの企業福祉の特徴を捉
えて以下のように記した｡15 この認識は基本
的には現在も変わっていない｡ 以下その概要
を記すこととする｡
トヨタの ｢企業福祉｣ は､ 現在もなおその
スケールメリットを最大限に生かした施策・
施設を維持しており､ 同一産業他社や他産業
の水準の中ではサービス・供給内容もトップ
レベルである｡ その担い手は労使共同をベー
スとして､ 会社や労働組合はもちろんのこと
スケールメリットを生かした健康保険組合や
厚生年金基金などの組織によって複合的な様々
な施設やサービスの提供がなされてきた｡
しかし､ 供給やサービスが ｢企業福祉｣ で
ある限り､ 従業員や家族の生活にかかわる内
容であっても､ 人事施策の一環として､ 従業
員の企業への定着のための施策として継続さ
れてきた｡ そのことから各施策の中では､ 企
業特有の施策の特徴もあり､ 住宅関連施策に
ついていえば､ 持ち家を援助するための融資
や住宅斡旋などの積極施策はみられるが､ 社
宅居住の年限上限の設定や賃貸住宅家賃補助
への消極的施策など､ 社会政策的視点は弱い｡
これらは､ トヨタに限らず自動車産業の中で
は一般的な傾向でもある｡
こうした､ ｢企業福祉｣ を実現した背景に
は､ トヨタでは､ 早い時期に協調的労使関係
が確立してきたことと無関係ではない｡ 様々
な ｢企業福祉｣ 施策は､ 1970 年代後半に確
立された労働組合主導の ｢福祉ビジョン｣ を
抜きしては語れない｡ 日本的労使関係を側面
から支えてきたのが ｢企業福祉｣ であり､ 労
働条件の補完として､ 福祉政策の上積みとし
ての役割を果たし､ 労働者を企業内に統合す
る重要な役割を果たしてきた｡ トヨタの ｢企
業福祉｣ を語る場合､ 特に労働組合の存在・
役割が大きいことは見逃せない｡
トヨタでは相対的に高い水準の ｢企業福祉｣
が維持されてきたが､ 近年の ｢企業福祉｣ を
取り巻く環境変化により､ ｢企業福祉｣ の再
編 (スクラップ&ビルド) を余儀なくされ､
その結果ばらまき型 ｢企業福祉｣ 施策を見直
し､ 新たな ｢企業福祉｣ 施策を検討すること
となった｡ この論議は､ 労使間で 1990 年代
半ば以降繰り返しおこなわれてきた｡
その際トヨタでは､ ｢企業福祉｣ は､ よき
人材確保のために不可欠だという認識があり､
安易にコスト削減をめざすために ｢福利厚生
の廃止｣ や ｢賃金化｣ には向かわなかった｡
少なくともこの企業が､ 従業員のニーズから
｢企業福祉｣ への思い入れが強くあり､ 21 世
紀の企業戦略の中で ｢企業福祉｣ を再編して､
従業員の仕事へのインセンティブを持たせる
方が人事施策としても有効であるという判断
があった｡ 費用を削ることによって失う労働
意欲の方が､ コストとしては無視できないと
いう判断が働いたのであろう｡
 ｢企業福祉｣ の再編の中で､ 選択型福利厚
生 (ウェルチョイス) が総額人件費の管理
(削減) と従業員のニーズの多様化の視点か
ら提起されたのは､ 労働組合の側からであっ
た｡ 労働組合サイドからの選択型福利厚生
(ウェルチョイス) 導入提案は､ 労使関係の
個別化への誘導という懸念から珍しい事例で
あるが､ それはこの企業の労使関係の ｢企業
経営としてのトップダウン的意思決定と一般
労働者からの公平感・安心感のボトムアップ
的要求との妥協・すりあわせ｣ という特徴と
経営協議会による労組からの施策提案による
ところが大きい｡ また､ 労使ともあくまでも､
｢自助｣ を全面に出したものとして注目され
よう｡ この点については､ 我が国でもまだ一
部の労働組合の中には､ ｢カフェテリアプラ
ン｣ の導入には根強い警戒論があるが､ それ
とは好対照である｡
選択型福利厚生 (ウェルチョイス) は､
DC (確定拠出型企業年金) の導入とともに､
トヨタ自動車の数多くの人事施策の 1つとし
て､ 21 世紀のトヨタのグローバル戦略の中
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に位置づけができる｡ ｢自己責任・自己選択｣
というキーワードは､ 将来DCはウェルチョ
イスの中に組み込まれる可能性も否定できな
い｡ 現在は様々な制約がある企業年金が､ 確
定給付型から確定拠出型に移行する部分が拡
大していく場合､ 広義の ｢企業福祉｣ として
選択型福利厚生の中に組み込まれていくこと
は否定できないであろう｡
トヨタ自動車では､ 2004 年 10 月から ｢ポ
イント制退職金制度｣ を導入したが､ これも
ウェルチョイス､ DC の導入に続く､ トヨタ
の新たな ｢企業福祉｣ 施策再編の 1つである｡
この施策も総額人件費管理の意図はあるが､
年功的な要素に加え､ 頑張りややる気を基本
とした ｢業績主義的｣ 要素を加味し､ 新たな
人事施策の一環として導入している｡
従業員ニーズの変化に対応するという意味
では､ トヨタの ｢企業福祉｣ 施策は､ 高齢社
会への対応､ 子育て支援施策の導入などがあ
り､ 偏りが見られる住宅施設や保養所への対
応の変化もある｡ これらは､ トヨタの場合企
業の存続基盤である総額人件費管理や企業利
潤の追求を従業員のやる気の創出という人事
施策を統一しておこなっているところに特徴
がある｡ また ｢次世代支援育成法｣ の制定な
どの影響もあり､ 最近日本経団連でも強調す
る ｢企業の社会的責任｣ (CSR) を意識した
施策も導入されるに至っている｡ ただこれら
は､ 施策の充実というよりも､ 企業の広告塔
の役割を果たしていることは否定できない｡
この間のトヨタの ｢企業福祉｣ の役割が､
地域社会にあたえた影響については､ 1 つの
傾向がみられる｡ トヨタとその関連企業がひ
しめく豊田市と愛知県西三河地域の自治体に
おける福祉施策との関係がよく指摘されると
ころである｡ 確かに豊田市に限れば公的医療
施設の貧弱さは､ トヨタの行き届いた ｢企業
内福利厚生施策｣ の結果だとよく指摘される
し､ 広大な行政範囲 (2005 年 4 月から､ 人
口 40 万人､ 面積 918km2 新豊田市が出現し､
実に政令指定都市名古屋の 2.8 倍の市域にな
る｡) における施設の地域間格差がある｡ だ
がそれだけで ｢企業福祉｣ が地域福祉を遅ら
せているという断定はできない｡ 近年はトヨ
タ自動車健康保険組合の施設の地域開放やそ
の他の ｢企業福祉｣ 施設の利用は十分でない
ものの､ 広がりを見せているのも事実であ
る｡16 また西三河の都市中では地域福祉の基
盤整備だけは先進的である高浜市もまたトヨ
タ関連の法人税の恩恵を受けている｡
－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・－・
こうした特徴は現在も変わっていない｡ と
いうよりも現在では当時よりもさらに格差の
拡大が進行している｡ 上位集団の企業福祉は､
内容面でも制度面でも優れ､ 下位に行くに従っ
てサービス内容も給付水準も下がっていく｡
それは賃金部分に比例する法定福利厚生の部
分はもとより､ 企業の任意性が強い法定外福
利厚生の場合では､ なおさらである｡ 第一次
企業集団のトヨタグループの企業福祉の内容
ですらトヨタ自動車を頂点に､ 格差がある｡17
またトヨタに限らず､ 自動車関連産業の企
業は､ 住宅関連の施策を､ 賃貸住宅の家賃補
助にあてがう事例は少ない｡ その理由の 1つ
は､ 持家の前に ｢社宅｣ という企業内住宅施
設が広範に存在しているからであり､ 他方で
は従業員のステータスとして持家誘導のため
にも賃貸住宅の家賃補助にしない労使間の暗
黙の慣行があるように思える｡ 公務員や他の
多くの民間企業の労働者には支給されている､
賃貸住宅の住宅手当が見られないのは､ 自動
車産業の労使の住宅施策と深い関わりがある
かもしれない｡
2 企業福祉と格差
企業福祉､ とくに法定外福利厚生の場合､
企業の任意､ 裁量によるサービスの給付・提
供が行われており､ 結果として企業間の格差
は免れない｡ トヨタ自動車を頂点としたトヨ
タ企業集団を企業福祉の観点から見ていくと､
明らかに上位企業と下位企業との間には厳し
い格差があり格差社会を反映している｡ その
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要因は､ 該当企業の生産性や企業メリットに
あるという指摘はよくなされているが､ 取引
先の膨大な利益は､ 仕事を受注している側の
献身的な努力によって成り立っていることは
よくいわれることである｡ 大企業による中小
企業の ｢搾取｣ ｢収奪｣ がこうした格差を作
り出しているといえよう｡
この企業間格差とともに､ 労働者の階層間
格差による差異もまたみなくてはならない｡
トヨタ本体の正規雇用労働者と下位企業集団
の正規雇用労働者とは､ 賃金・労働時間・福
利厚生の給付・サービス内容については確か
に格差が存在する｡ しかし企業規模における
格差は､ 第一次企業集団内の雇用形態による
格差ほどではない｡ 労働者の雇用形態の違い
による ｢属性｣ による差異こそ問題である｡
それは期間の定めのない正規雇用労働者と有
期雇用労働者との格差はもちろん大きなもの
があるが､ 両者が直接雇用であるが故に量的
な差異といえよう｡ もちろんそれは､ 正社員
から嘱託社員､ 契約社員､ 期間従業員からパー
トタイム労働者､ アルバイトと下位に行くに
従って労働条件は劣悪なものになり､ 企業福
祉の恩恵は薄っぺらなものになってしまう｡
派遣労働者や請負労働者の間接雇用にいたっ
ては､ 企業福祉というべきものの恩恵はほと
んどないといえよう｡ この格差は､ 質的な格
差の段階になっている｡ ここに企業福祉が人
事制度や生活保障としての労働者間の分断を
伴いながらも､ 補助的機能として果たしてき
た役割を見いだすことができる｡
日本の企業集団の中で近年明らかになりつ
つある､ 企業間の格差と労働者間の格差であ
る重層的格差構造は､ 賃金や労働時間などの
労働条件・処遇以上に､ 企業福祉にその著し
い格差を見いだせるし､ トヨタ企業集団でも
格差は歴然としている｡ むしろ企業福祉が､
様々な企業間格差の実態を覆い隠すオブラー
トの役割を果たしている｡ 上位企業集団に
｢所属｣ する従業員は､ 下位企業集団に ｢所
属｣ する従業員よりも､ 賃金や退職金､ 休日､
労働時間など目に見える部分での格差は明ら
かであるが､ 一見外にはわかりにくい医療費
補助など法定を上回る給付によって､ 生活保
障は格段と差がつけられている｡18
こうしてみると､ 企業福祉が労働者・従業
員の生活を保障するとはいえ､ 公的福祉とは
異なり､ 企業が独自にかつ任意に従業員に提
供する故､ 明らかに格差を前提としたものに
なっている事実は見逃せない｡ 企業の ｢支払
い能力｣ によって賃金や賞与も決定されるこ
とが多いが､ 企業福祉もまた企業業績の ｢調
節弁｣ として活用されてきた｡ 企業福祉が従
業員や家族の生活への満足感を与えるのは企
業業績に影響を与えない範囲で企業福祉が社
会保障の補完的な機能として役割を果たして
来たからで､ 現在でも ｢企業福祉の終焉｣19
にならないのは企業福祉が人事・労務的な役
割を有効に果たしているからであろう｡
注
1 企業福祉とは､ 企業が従業員に提供する賃金
以外のサービス・給付の総体をいい､ 狭義の
企業福祉としては､ 法定外福利厚生､ 広義の
企業福祉にはそれ以外に法定福利厚生ならび
に退職関連施策をあげることができる｡ 日本
経団連では ｢福利厚生｣ の定義に以下のよう
にあげているが､ これは筆者のいう企業福祉
の内容ともあてはまる｡ ｢企業の生産性の向上
に向けて､ 優れた人材の確保・育成・定着や
従業員の生涯にわたる生活の安定・心身の健
康の確保・職場の一体感の醸成にによる能力
の最大発揮を図ることを目的に展開する施策｣
2 零細企業・小規模事業所の場合は､ 中小企業
基本法では､ 従業員 20 人以下の企業を範囲と
しているが､ 少なからぬ部分は組織としての
事業体の体をなしていない場合があり､ それ
が企業福祉をはじめとした企業の施策そのも
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のを貧弱なものにしている｡
3 ベンチャーとは必ずしも明確な定義があるわ
けではなく､ 従来の中小企業の多くが大企業
と従属・支配の関係にあるのに対して､ ベン
チャー企業は一般的に大企業から自立して､
新たに開発された技術や高度な知識を軸に､
独創的なアイデアで開明的経営をしようとす
る中小企業群のことである｡ それは中小企業
だからこそ､ 小回りがきく利点を生かしてい
る｡ 日本でも1970年代以降日本でもベンチャー
企業が話題になる｡ とりわけ産業構造の高度
化によって創出されたエレクトロニクス､ メ
カトロニクスなどのハイテクブームを背景と
して､ コンパクトかつ高付加価値企業の創業
が活発化した｡ ただこれも成功すればもては
やされるが､ 姿を消していく企業についての
追跡調査はあまりみられない｡
4 トヨタシステムにおけるもっとも上位に位置
する労働者層は､ 図表の①－Aの労働者層で
あり､ この部分がトヨタシステムにおける中
心的担い手である｡ 同じく②－A､ ③－Aに
位置する労働者層も次位に位置する｡ 基本は､
直接雇用であり間接雇用 (派遣や請負など)
の労働者と比較すればかなり優位の位置にあ
る｡ ①－A ②－A ③－A の労働者は､ かつ
てほどではないにしろ､ それでも現在でも
｢終身雇用制｣ と ｢年功賃金｣ が保障され､
｢企業福祉｣ や退職金や企業年金が手厚く施さ
れている層である｡ トヨタが ｢人間性中心｣
という企業経営を行うのは､ これら中心に位
置する労働者層であり､ 経済や企業 (トヨタ)
の停滞と危機の時代には､ 周辺の部分の切り
捨てによって中心の部分の雇用や処遇を守っ
てきた経過があることを忘れてはならない｡
5 中小企業基本法第二条では ｢一資本金の額又
は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時
使用する従業員の数が三百人以下の会社及び
個人であつて､ 製造業､ 建設業､ 運輸業その
他の業種 (次号から第四号までに掲げる業種
を除く｡) に属する事業を主たる事業として営
むものとしている｡ 以下卸売業､ サービス業､
小売業についても定義がなされているが､ 本
稿においては製造業だけで十分であろう｡
6 前述したように､ 中小企業基本法では従業員
が 20 人以下の事業所を ｢小規模企業者｣ と定
義しているが､ 各種統計では 30 人以下事業所
の集計はなされていない｡
7 中小企業の格差をいう場合､ 明らかにベンチャー
は除外されるし､ 大企業と従属・下請け関係
にある中小零細企業をさしているのはいうま
でもない｡
8 図表 2 平成 19 年厚生労働省就労条件基本調
査より筆者作成
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/rou
dou/jikan/syurou/07/3c.html#top
9 図表 3 労務研究所 『旬刊福利厚生』 No.
2048､ 2010 年 6 月 8 日号を参考に筆者作成
10 WLB､ ワーク・ライフ・バランス (Work-
life balance) とは､ 近年話題になった用語だ
が ｢仕事と生活の調和｣ の意味に訳され､ ｢充
実感を持った働きと仕事上の責任｣ を果たし､
家庭や地域生活でも多様な生き方を実践する
ことを指す｡
11 株式会社ジェイテクト (1921 年 1 月設立) 株
式会社豊田自動織機製作所､ 愛知製鋼株式会
社､ トヨタ車体株式会社､ 関東自動車工業株
式会社､ 豊田通商株式会社､ アイシン精機株
式会社､ 豊田合成株式会社､ 株式会社デンソー､
トヨタ紡織株式会社｡ 東和不動産株式会社､
株式会社豊田中央研究所であり､ これら 13 社
が狭義のトヨタグループであり､ これらに連
結子会社の国内自動車メーカー 2 社であるダ
イハツ工業株式会社と日野自動車株式会社を
加えた 15 社が一般的な ｢トヨタグループ｣ と
される｡
またトヨタ自動車 100％出資の国内自動車
生産子会社 3 社であるトヨタ自動車九州株式
会社 (1992 年創業)､ トヨタ自動車北海道株
式会社 (1992 年創業)､ トヨタ自動車東北株
式会社 (1998 年創業) も含めて広義の ｢トヨ
タグループ｣ と位置づけることもある｡
12 愛三工業､ 協豊製作所､ ジェータックス､ セ
中小企業の企業福祉 75
ントラル自動車､ 豊臣機工､ トヨタテクノク
ラフト (TTC) などである｡ これらの企業群
は資本金は 100 億円前後､ 従業員も数百名か
ら数千名に及び､ 並の中小企業ではないし､
仕事の取引だけではなく資本の提携や役員の
構成関係においてもトヨタ自動車とは密接な
関係がある｡
13 協豊会HP 2010. 8. 20 閲覧
http://www.kyohokai.gr.jp/
14 愛知県労働組合総連合が発行する機関誌によ
れば､ 2 月 11 日にトヨタ自動車関連企業が林
立する西三河地域に 600 社程度の中小零細企
業向けにアンケートを配布したら､ 70 社程度
から回答があり､ その行動の過程で少なから
ぬ事業所がすでに廃業しているという報告が
なされている｡ 2010. 3. 10 付 No.200
15 櫻井善行 [2007]
16 トヨタ自動車健康保険組合が設立した老人保
健施設 ｢ジョイステイ｣ は､ トヨタ自動車健
康保険組合の組合員以外でも利用できること
で知られる｡
17 このことについてはカフェテリアプラン導入
企業のトヨタ自動車､ デンソー､ アイシンの
大手企業の年間ポイント総額が､ 各 85000 円､
7 万円､ 5 万円であるという事例だけでも十分
であると思える｡
18 法定を上回る付加給付については､ その実態
が表に出ない分､ 問題とされることは少ない
が､ たとえば医療機関に支払った医療費が後
からとはいえ､ 一定水準を超える分について
還付されることは､ 政府管掌健康保険や国民
健康保険と比較して明らかに格差があるわけ
であり､ 医療費に限らずこうしたことが格差
をもたらしているのは明らかである｡
19 橘木俊昭 [2005] を参照のこと｡
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